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第１ 第２期東海市障害福祉計画の策定にあたって 

第１－１ 障害福祉計画の概要 

  障害者の福祉サービスは、平成１８年１０月から従来の支援費制度に替わり障害者

自立支援法（以下「法」という。）が施行され、サービス体系を再編して、身体障害、

知的障害、精神障害の障害（以下「３障害」という。）種別に関わらず障害者が必要

とするサービスを利用するための仕組みが一元化されました。また、市町村において

３年間を１期とした各年度における障害福祉サービスごとに必要な見込量を算出し、

その見込量を確保するための方策を定める「障害福祉計画」の策定が義務付けられま

した。 

第１－２ 計画の目的 

・ 「障害福祉計画」は、法第８８条に基づき、障害のある方が、自立した日常生活

または社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス、相談支援及び地域生

活支援事業の提供体制の確保に関する計画として定めるものです。 

  平成 19 年 3 月に策定した第１期東海市障害福祉計画では、国の定めた基本指針

に基づき、福祉施設が新たなサービスへの移行を完了する平成２３年度末に向けて

数値目標を設定するとともに、平成１８年度から平成２０年度のサ－ビス見込量と

その方策を定め、必要なサービスが障害者に提供されるようにサービス量の確保に

努めて来ました。そして、中間年度にあたる平成２０年度に第１期計画の進捗状況

等の分析・評価を行った上で、引き続き取り組むべき課題や新たな課題や新たな課

題を整理しつつ、上位計画である「東海市総合計画」及び「障害者計画」との整合

を図りながら平成 23 年度までの各年度の目標と達成のための方策を定めるもので

す。 

・ この計画は、東海市の将来像を描いている「第５次東海市総合計画」との整合性

を保ちながら策定します。 

・ 「第２次東海市総合福祉計画」の中で策定されている「障害者福祉計画」の基本

的な考え方※を踏まえつつ策定します。 

※ 第２次東海市総合福祉計画(障害者福祉計画)の基本的な考え方：障害のある人もない人

も、すべての人が、いきいきと暮らしつづけられるよう、共に支えあう社会の実現 

 

 

・ 国の定める障害福祉計画の基本指針（平成１８年６月）に掲げる次の理念に即し

て策定します。 
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  ア 障害者の自己決定と自己選択の尊重 

    障害者が自らその居住する場所を選択し、自立と社会参加の実現を図ってい

くことを基本として、障害福祉サービスの提供体制の整備を進めます。 

  イ 実施主体の市町村への統一と３障害に係る制度の一元化 

    身体障害、知的障害及び精神障害と障害種別ごとに分かれていた福祉サービ

ス提供制度は法で一元的な規定となりました。現状で障害福祉サービスの提供

体制が立ち遅れている精神障害者等に対するサービスの充実を図ります。 

  ウ 地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

    地域生活への移行や就労支援に対応したサービス提供体制を整えるとともに、

障害者が地域で生活できる仕組みを実現するため、身近な地域におけるサービ

ス拠点づくり等、ケアマネジメントの考えに基づいた、地域の社会資源の有機

的な活用を図る仕組みづくりを進めます。 

第１－３ 障害者自立支援法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護給付（障害福祉サービス） 
●居宅介護 
●重度訪問介護 
●行動援護 
●重度障害者等包括支援 
●児童デイサービス 
●短期入所 
●療養介護 
●生活介護 
●施設入所支援 
●共同生活介護（ケアホーム） 

訓練等給付（障害福祉サービス） 

●自立訓練（機能訓練・生活訓練）

●就労移行支援 
●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
●共同生活援助 

（グループホーム） 

自立支援医療 
●(旧)更生医療 
●(旧)育成医療※ 
●(旧)精神通院公費※ 

※実施主体は都道府県等 

補装具 

自立支援給付

障
害
者
・
児 

●相談支援         ●地域活動支援センター 
●コミュニケーシュン支援  ●福祉ホーム 
●日常生活用具       ●日中一時支援 
●移動支援         ●その他の日常生活・社会 

   生活を支援する事業 

地域生活支援事業 

都道府県 

● 専門性の高い相談支援         ●その他広域的事業 
● サービス・相談支援者、指導者の育成  ●その他事業 

支援

市町村 
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第１－４ 計画期間 

障害福祉計画は３年を単位に作成されることとされており、第１期計画では平成２

３年度を最終目標年度とし、平成１８年度から平成２０年度までの３か年を計画期間

としました。 

本計画は、計画期間が「障害者自立支援法」による新サービス体系への移行期間

（平成 18 年度～２３年度）の後半にあたることから、「第１期障害福祉計画」を基

本的に踏襲しながら、サービス利用の実績を踏まえつつ、「第２期障害福祉計画」と

して、平成２１年度から平成２３年度の３か年を計画期間とします。 

   18 年度  19 年度   20 年度   21 年度  22 年度  23 年度 

 

 

    

 

基本指針に即して、平成 23 年度

を目標に、地域の実情に応じて数値

目標及びサービス見込量を設定 

○第１期の実績を踏まえ、第２期計

画を策定 

①第１期計画の進捗状況等の分析・

評価 

②第２期計画における課題の整理 

③課題を踏まえた着実なサービス基

盤整備に対する取り組みの推進 

これらを念頭に置きつつ、数値目

標及びサービス見込量を設定 

第１期計画期間 

新サービス体系への移行 

平

成

23

年

度

の

数

値

目

標 

第２期計画期間 

 

 

 

 

 

 

   また、国の示す方向性を踏まえ、以下の点に留意するものとします。 

   第１期の数値目標の考え方は変更しないことを基本としますが、現状把握・現状

分析に基づいて適宜修正することとします。ただし、福祉施設の入所者の地域生活

への移行、入院中の精神障害者の地域生活への移行、福祉施設から一般就労への移

行についての目標値については、県計画に沿って、第１期計画で設定した数値を踏

襲します。 

第１－５  計画の策定体制、推進体制 

計画策定は、上位計画である第２次東海市総合福祉計画の審議機関である東海市総

合福祉計画推進協議会を通して作成し、障害者地域自立支援協議会※で計画の具体化

の協議及び評価の後、進捗状況を同協議会に報告します。なお、計画について、市民

からの意見をいただくため市のホームページで案を公表し、作成した計画についても

同様に公表します。また、計画変更の必要が生じた場合についても、策定と同様の手
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続きとします。 

※ 障害者自立支援法施行規則第６５条の１０に規定する協議会で、日常的に障害者等の支援

に係わる各機関で構成される市町村設置組織。 

 

 

第２ 第２期計画策定の基本的考え方 

第２－１ 障害福祉サービスの提供体制について 

障害福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、次に掲げる点に配慮して、数値

目標を設定し、計画的な整備を行ないます。 

・ 必要な訪問系サービスの充実 

訪問系サービスである居宅介護、重度訪問介護、行動援護及び重度障害者等包

括支援の充実を図ります。 

・ 障害者が希望する日中活動系サービスの充実 

日中活動系サービスである生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労

移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、療養介護、児童デイサービス、短期入

所及び地域活動支援事業で提供されるサービスの確保を図ります。 

  ・ グループホーム等の整備を図り、入所等から地域生活への移行を推進 

    地域における居住の場としてのグループホーム(共同生活援助)及びケアホーム

(共同生活介護)を整備する仕組みの構築を図り、ケアマネジメントの構築により、

入所等(福祉施設での入所又は病院での社会的入院をいう。)から地域生活への移

行を進めます。 

・ 福祉施設から一般就労への移行等を推進 

就労移行支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一般就労への移行を

進めるとともに、福祉施設における雇用の場の拡大を進めます。 

 第２－２ 相談支援の提供体制について 

障害者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉

サービスの提供体制の確保及び日常生活自立支援事業や成年後見人制度の活用とと

もに、これらのサービスの適切な利用を支える相談支援が不可欠であるため、身体

障害、知的障害及び精神障害に一元的に対応する相談支援体制の充実を図ります。

ケアマネジメントの考え方に基づいた中立・公平な立場で適切な相談支援の実施を

し、現場の障害者支援から必要とされる課題解決のために、事業者、雇用、教育、

医療等の関連する分野の関係者からなる障害者地域自立支援協議会の運営を併せて
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行います。 

第３ 平成２３年度の目標値の設定 

  第２期計画では、平成２１年度から平成２３年度の年度末までの目標を設定しま

す。この目標の設定については、国の定める「第２期障害福祉計画について（基本

指針案の概要）」を踏まえ、東海市の実情に応じて行います。 

第３－１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

第１期計画期間においては、平成１８年度に身体障害者入所授産施設から自宅への

移行が１人、平成１９年度に知的障害者入所更生施設から自宅へ１人とグループホー

ムへ１人の２人が地域移行し、計３人の移行実績となっています。 

第２期計画においても、市内の社会福祉法人が平成２３年度中に知的障害者のグル

ープホーム・ケアホームの開所を予定しているため、第１期計画を踏襲し施設入所者

数の削減見込と地域生活移行者数の目標値を設定します。 

施設入所者数の削減見込は、国の基本指針で「現時点（平成 17 年 10 月 1 日の

数）での施設入所者数から７％以上を削減することを基本としつつ、地域の実情に応

じて目標値を設定する」こととされています。愛知県の基本的考え方では、７％削減

を目指しています。 

市においては、入所者の状況と今後の入所予定を勘案し、身体障害者施設では、率

で１０％、知的障害者施設では率で１５．２％、合計では、率で１３．２％を目指し

ます。 

地域生活移行者数については、国の基本指針で「現時点での施設入所者数の１割以上

が、地域生活に移行すること」を基本とすることとされています。愛知県の基本的考

え方では、１５％の地域移行を目指しています。 

市においては、入所者の状況と愛知県心身障害者コロニーからの移行を勘案し、身

体障害者施設では、率で１０％、知的障害者施設では、率で１８．２％、合計では、

率で１５％の地域移行を目指します。 

数  値 考 え 方 

項  目 身体障害者
施設 

知的障害者
施設 

合計  

現時点の施設入所者数
（A) 

20 人 33 人 53 人
現時点は平成 17 年 10 月 1

日の数とする。 

平成 23 年度末の 
施設入所者数 （B) 

18 人 28 人 46 人
平成 23 年度末時点の利用人

員を見込む。 
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【目標値】 削減見込
（A-B) 

2 人

（10.0％） 

5 人

（15.2％）

7 人

（13.2％） 
差引減少見込数 

【目標値】 地域生活
移行者数 

2 人
（10.0％） 

6 人
（18.2％）

8 人
（15.0％）

施設入所からグループホーム、

ケアホーム等へ移行する者の数

対象とする入所施設は、身体障害者療護施設、身体障害者授産施設、知的障害者

更生施設（入所）、知的障害者授産施設（入所）、及び旧体系から新体系へ移行し

た障害者支援施設（訓練入所を除く）とします。 

第３－２ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

第１期計画を踏襲し、目標値の見直しは行いません。第１期計画期間においては、

平成１９年度に２人、平成２０年度に１人の計３人が地域生活へ移行しました。愛知

県が相談支援事業所キャンバス始め６事業所に委託して実施していた精神障害者社会

復帰促進事業（地域生活支援事業）が平成２０年度で終了します。今後は、退院後の

住居の確保のために、入居に必要な調整等にかかる支援を行うとともに家主等への相

談・助言を行う住宅入居等支援事業を整備し地域生活移行を促進します。また、退院

後も相談支援を継続し、包括的に地域生活を支援します。 

項目 数値 考え方 

現在の退院可能精神障害者数 10 人
平成 18 年 6 月 30 日現在の退院可能

精神障害者数 

【目標値】 減少数 8 人
上記のうち、平成 23 年度末までに減少

を目指す数 

第３－３ 福祉施設から一般就労への移行 

第１期計画期間において、平成１８年度に身体障害者通所授産施設から１人、平成

１９年度に知的障害者入所更生施設から１人及び精神障害者通所授産施設から１人の

計３人が一般就労へ移行しました。 

国の基本指針で、現時点（平成１７年度）の一般就労への移行実績の４倍とするのが

望ましいとしており、愛知県の基本的考え方でも、４倍以上を目標値と設定すること

としています。第２期計画でも第１期計画を踏襲し、目標値の見直しは行いません。 

平成１７年度までの一般就労への移行実績で、東海市は２人の実績であることから、

市においては、８人の一般就労への移行を目標値として取り組みます。 

なお、一般就労への移行支援の強化策として、地域自立支援協議会の専門部会で

ある就労支援部会において、企業の障害者に対する一層の理解促進を図るための

職場見学や職場実習のシステムづくり、ハローワークや知多地域障がい者就業・
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生活支援センターワーク、商工会議所等とのネットワークの構築による効率的な

就労支援を検討してまいります。 

項目 数値 考え方 

現在の年間一般就労移行者数 2 人
平成 17 年度において福祉施設を退所

し、一般就労した者の数 

【目標値】平成 23 年度の年

間 

般就労移行者数

   8 人（4 倍）
平成 23 年度において福祉施設を退所

し、一般就労する者の数 

ここでいう福祉施設は次のとおりとします。なお、これらの施設が新体系に移行し

た場合においては、その事業所も進行管理の対象とします。 

（身体障害者施設） 更生施設、療護施設、授産施設（入所、通所） 

（知的障害者施設） 更生施設（入所、通所）、授産施設（入所、通所） 

（精神障害者施設） 授産施設（通所）、小規模通所授産施設 

第３－４ 障害福祉サービスの種類ごとにおける目標値 

 ・ 訪問系サービス 

現在は、自立支援給付としての居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者

等包括支援の４つのサービスと、地域生活支援事業としての移動支援サービスとし

て提供しています。 

ここで目標値を設定する訪問系サービスとは、「居宅介護」、「重度訪問介護」、

「行動援護」、「重度障害者等包括支援」の４つのサービスを総称したもので、第

２期計画ではサービスごとに利用実人員と月間利用時間で見込みます。 

愛知県の基本的考え方では、推計の基本となるのは、「１年あたりの伸び」とし

ています。 

【基本的な考え方】 

居宅介護は平成１９年度３月利用の実人員８８人、利用時間１，１５４時間と２

０年度平均の実人員９５人、利用時間１，２０１時間との伸び率で実人員は８％、

利用時間は４％であることを勘案し、実人員では毎年１０％の伸びを、利用時間は

５％の伸びを見込むこととします。 

重度訪問介護は平成 19 年度までに頻繁に利用していた特定の利用者の減により、

平成１９年度３月利用の実人員２人、利用時間１７６時間と平成 20 年度平均の実

人員１人、利用時間２５時間との伸び率では実人員、利用時間ともマイナスの伸び

となっていますので、平成１９年度末実績の横ばいを見込みます。 
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行動援護は、平成１９年度３月利用の実人員８人、利用時間６０時間と平成 20

年度平均の実人員４人、利用時間３１時間との伸び率では実人員、利用時間ともマ

イナスの伸びとなっていますが、平成 21 年度からは平成１９年度末実績の横ばい

を見込みます。 

  (単位:人分/月、時間/月) 

１９年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度  

サービス名 
利用時間 実人員 利用時間 実人員 利用時間 実人員 利用時間

居宅介護 1,165 9６ 1,260 105 1,323 115 1,390

重度訪問介護 176 ２ 176 ２ 176 2 176

行動援護 60 ８ 60 ８ 60 ８ 60

重度障害者等

包括支援 
0 0 0 0 0 0 0

今後の取り組みについては、障害者が必要とするサービスを利用できるように、

実施事業者との情報共有・新規参入を促進し、障害者の適切なケアマネジメントを

行う相談支援事業の充実に努めます。 

なお、各サービスの内容は、次のとおりです。 

ア 居宅介護  居宅での、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。ホ

ームヘルプサービスと呼ばれています。 

イ 重度訪問介護  重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、居宅での、

入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動の介護などを総合的に行うサー

ビスです。 

ウ 行動援護  知的・精神障害のために行動上著しい困難があり、常時介護を要

する人の、行動の際の危険回避や外出時の移動の介護を行うサービスです。 

エ 重度障害者等包括支援  常時介護が必要で、その必要性が著しく高い人に、

居宅介護その他障害福祉サービスを包括的に提供するサービスです。 

 ・ 日中活動系サービス 

日中活動系サービスのうちの、新体系サービスに移行した通所・入所施設の昼の

サービスである、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就

労継続支援（Ａ型・Ｂ型）に係る目標値を見込みます。 

   愛知県の基本的考え方で、この新体系のサービスの必要量と併せて、第１期計画

のサービスの見込においては、平成１８年１０月から平成２４年３月までの経過措
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置期間内に提供される今までのサービスについても参考値として見込むこととされ

ていることに合わせ、この計画でも参考値を見込むこととします。 

 【基本的な考え方】 

    生活介護は、平成 19 年度末実績では実人員 13 人、延べ日数１７２日でしたが、

平成２０年度では新体系への移行が進み、平成２０年 10 月までの平均の実人員５０

人に２１年度の新体系への移行予定人員３９人を加えた８９人に月の標準利用日数の

２２日を乗じて月間利用日数１，９５８日を見込みました。以後、新体系への移行予

定人員を勘案し、平成２２年度は９９人、平成 23 年度は１００人をそれぞれ見込み

ました。 

   機能訓練は、現在まで利用者はいませんが、事業所のサービス体系が多機能事業へ

移行する中で、平成２１年度に、機能訓練１人、一人当たりの利用時間の２２日を見

込み、平成２２年度から平成２３年度の目標値は、その倍を見込むこととします。 

   生活訓練は平成 19 年度実績及び２０年度平均は実人員１人で利用日数は２０日か

ら２１日で推移しています。平成２２年度及び 23 年度に生活訓練を行う事業所を２

か所と５人の増を見込み２３年度目標値を実人員６人、利用日数１３２日を設定しま

す。 

   就労移行支援については、平成 19 年度末実績では実人員５６人、延べ日数１，０

５８日でした。平成２０年度 10 月末までの平均実人員１００人、延べ日数１，９３

７日に事業所の新体系への移行と２年の利用期間終了者及び養護学校高等部の卒業者

の利用を見込んで平成２１年度に実人数６５人、延べ日数 1，4３０日、平成２２年

度に新規利用と利用終了の差引で、実人数２２人、延べ日数４８４日とし、平成２３

年度では、実人数２５人、延べ日数５５０日の利用を目標値とします。 

    就労継続支援（Ａ型）については、平成１９年度末実績では実人員１人、延べ日数

２１日でしたが、平成２０年度に市内の社会福祉法人が利用人員１０人で事業開始し

ました。今後は他の事業所の移行計画を基に、平成２３年度に実人数１５人に標準月

２２日利用を乗じて延べ日数３３０日の月間利用量を見込みます。 

   就労継続支援（Ｂ型）については、平成 19 年度末実績では実人員２人、延べ日数

３４日でした。平成２０年度１０月までの平均実人員１８人、延べ日数２８０日に就

労移行支援の利用終了による B 型への移行と事業所の移行計画を基に、平成２１年

度は、実人数５４人に、月の標準利用日数の２２日を乗じて延べ日数１，１８８日と
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見込み、平成２２年度は実人数８７人、延べ日数１，９１４日、平成 23 年度目標値

を実人数９４人、延べ日数２，０６８日とします。 

     参考値として見込む旧法施設支援については、平成２３年度末までに全て新体系サ

ービスに移行することから、平成２３年度の目標値は、設定しないこととなります。

平成２１年度から平成２３年度は、平成２０年度のサービス利用の実人数から新体系

に利用を移行した利用者数を減じて見込んでいます。 

   (単位:人分/月、人日分/月)  

１９年度 21 年度 22 年度 23 年度 
サービス名 実 

人員 
延べ日

数 
実 

人数
延べ 
日数 

実 
人数

延べ 
日数 

実 
人数 

延べ 
日数 

生活介護 13 172 89 1,958 99 2,178 100 2,200

自立訓練（機能訓練） 0 0 1 22 2 44 2 44

自立訓練（生活訓練） 1 21 1 22 4 88 6 132

就労移行支援 56 1,058 70 1,540 32 704 35 770

就労継続支援（A 型） 1 21 11 242 11 242 11 242

就労継続支援（B 型） 2 34 54 1,188 87 1,914 98 2,156

(参考) 旧法施設支援 147 3,116 27 594 23 506 ０ ０

今後の取り組みについては、障害者が必要とするサービスを利用できるように、

必要に応じて実施事業者の新体系への移行計画に助言を行い、事業運営のあり方に

ついて、障害者個々の支援計画の作成・実施・評価による効果的なサービス利用・

社会資源活用が図られるように努めます。 

なお、サービス内容は次のとおりです。 

ア 生活介護 常に介護を必要とする障害者に、主に昼間、入浴、排せつ、食事の

介護等を行うとともに、創作活動又は生産活動の機会の提供を行うサービスです。 

イ 自立訓練（機能訓練） 身体障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活が

できるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のための訓練を行うサービ

スです。 

ウ 自立訓練（生活訓練） 知的障害者又は精神障害者に対し、自立した日常生活

又は社会生活ができるよう、一定期間、日常の生活能力の向上のために必要な訓

練を行うサービスです。 

エ 就労移行支援 一般企業等への就労を希望する障害者に、一定期間、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 
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オ 就労継続支援（Ａ型） 一般企業等での就労が困難な障害者に、働く場を提供

するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。事

業所内において雇用契約に基づいて就労の機会を提供するものです。 

カ 就労継続支援（Ｂ型） 一般企業等での就労が困難な障害者や、一定の年齢に

達している障害者に一定の賃金水準のもとで、働く場や、生産活動の機会を提供

するとともに、知識及び能力の向上・維持を図るサービスです。雇用契約は結び

ません。 

・ 療養介護サービス 

療養介護は、医療と常時介護を必要とする障害者に、主に昼間において病院で機能

訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び日常生活の世話を行うサ

ービスです。 

【基本的な考え方】 

市においては、現在、サービスの利用はありませんが、児童福祉施設のあり方が、

現在、国において概ね５年後の施行を目指して、今後３年以内に結論を出すことを目

途に検討されており、重症心身障害児施設の２０歳以上の者に係るサービス利用が、

療養介護サービスに移行された場合を勘案し、平成２１年度から平成２３年度の目標

値を１人と設定します。 

(単位:人分/月) 

サービス名 1９年度 ２１年度 2２年度 ２３年度 

療養介護 ０ 1 1 1

今後の取り組みについては、療養介護を行う独立行政法人国立病院機構鈴鹿病院

などと連携をとって対応します。  

・ 児童デイサービス 

児童デイサービスは、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応

訓練等を行うサービスです。 

本市では、早期発見・早期療育という観点から児童福祉法に基づく知的障害児通

園施設において、就学前の障害児の療育を実施していますので、障害者自立支援法

に基づく児童デイサービスは、利用者が個別理由により補完的に利用している現状

です。 

 【基本的な考え方】 
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   平成１９年度で利用実人数１０人、延べ利用日数４１日であり、平成２０年度末

見込みでも横ばいの状況です。したがって毎年１人ずつの伸びを見込み、平成２３

年度の目標値を実人員１３人、利用見込量を５２日/月と設定します。 

(単位:人分/月、人日分/月) 

サービス名 １９年度 ２１年度 2２年度 ２３年度 

実人員 
利 用 

見込量 
実人員

利 用

見込量
実人員

利 用 

見込量 
実人員 

利 用

見込量児童 

デイサービス １０ ４１ １１ ４４ １２ ４８ １３ ５２

今後の取り組みについては、就学児受入れの事業所についても一定の要件のもと

に児童デイサービス事業所と認める経過措置が第２期計画期間においても継続され

ることとなったが、本市においては、平成１８年１０月から始まった地域生活支援

事業「日中一時支援Ｂ型(障害児)」の利用と児童デイサービスの組み合わせで効果

的な利用促進に努めます。 

・ 短期入所 

短期入所は、自宅で介護する人が病気の場合などに、障害者を短期間、夜間も含

め施設へ入所させ、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

【基本的な考え方】 

平成１９年度の平均利用人員は２０人、利用量は１１７日であり、平成２０年度

（平成２０年１０月利用分まで）では平均利用人員は２１人、利用量は１０３日とな

っており、一定の伸び率でない状況となっています。 

しかし、市内の社会福祉法人が平成２３年度の短期入所事業の開始を予定している

ことから、平成２３年度において利用増を見込みます。 

(単位:人分/月、人日分/月) 

サービス名 １９年度 ２１年度 2２年度 ２３年度 

利用量 実人員
利 用 

見込量 実人員
利 用 

見込量 実人員 
利 用 

見込量 
短期入所 

１１７ ２２ １１７ ２３ １２２ ３３ １７２

今後の取り組みについては、短期入所の利用は、家族と別に寝食することでの精

神的自立の芽生えとしての効用も見られることから、障害者と家族が利用しやすい

社会資源の確保に努めます。入所施設などの障害者支援施設や相談支援事業者と情

報や課題を共有し、障害者の自立した地域生活に資するものとして、継続的なケア

マネジメントの中で利用できる仕組みづくりに努めます。 
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 ・ 居住系サービス 

居住系サービスには、共同生活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホ

ーム）と施設入所支援があります。 

共同生活援助は、知的障害者及び精神障害者に対して、主として夜間において共

同生活を営む住居で相談や日常生活上の援助を行うサービスです。グループホーム

と呼ばれています。 

共同生活介護は、知的障害者及び精神障害者に対して、主に夜間に共同生活を営

む住居において入浴、排せつ、食事の介護等を提供するサービスです。ケアホーム

と呼ばれています。 

グループホームとケアホームは、知的障害者の地域生活を進めるための、重要な

サービスと考えており、平成２３年度までに市内での基盤整備を行います。 

精神障害者については、居住の場として利用できるグループホームが近隣にはあ

りません。 

施設入所支援については、利用見込量を削減する目標設定であり、第３－１ 福

祉施設の入所者の地域生活への移行と合わせて、平成２３年度の目標値を４７人と

設定します。 

【基本的な考え方】 

共同生活介護・援助は平成 19 年度実績及び２０年度実績（平成２０年１０月利

用分）では２５人となっています。平成２３年度までに新たな基盤整備を見込み、

目標値を設定しました。 

(単位:人分/月) 

サービス名 １９年度 ２１年度 2２年度 ２３年度 

共同生活援助 

共同生活介護 
２５ ２９ ３５ ３９

施設入所支援 ３ ２３ ２７ ４６

(参考)旧法施設入所 ５２ ２４ ２０ ０

今後の取り組みについては、グループホーム、ケアホームの必要性が、障害者の

安心のある地域生活の基盤であること及び障害者といっしょに暮らす市民の安心し

た暮らしの実現になることの両面にあることから、普遍性のあるサービス提供のあ

り方の構築に向けて、障害者を支援する事業者や相談支援事業者等と障害者地域自
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立支援協議会で検討します。また、安心してグループホーム、ケアホームに移行で

きるようにするため、グループホームを体験できる施策を検討します。 

・ 相談支援（サービス利用計画作成） 

相談支援（サービス利用計画作成）は、支給決定を受けた利用者で、一定の複数

のサービスを組み合わせて利用することが必要な障害者や、入院・入所からの地域

生活へ移行する障害者に対して、指定相談支援事業者が、計画的なプログラムの作

成等の支援を行うサービスです。 

障害福祉サービスの支給決定を受けた障害者で支援を必要とする方が、指定相談

支援事業所から法に基づく指定相談支援を受けたとき、「サービス利用計画費」が

支給されます。 

【基本的な考え方】 

平成 19 年度には利用者はいませんでしたが、平成２０年度に 1 人の利用実績

となっています。サービス見込量の算定にあたっては、地域生活移行者数の目標値

８人と退院可能精神障害者数８人の計１６人、及び在宅の障害者１人を勘案し、毎

年１人ずつの増加を見込みます。 

(単位:人分/月) 

サービス名 １９年度 ２１年度 2２年度 ２３年度 

相談支援 ０ ２ 3 4

今後の取り組みについては、ケアマネジメントによる相談支援の充実を図り

ます。また、相談支援事業の評価を、障害者地域自立支援協議会で行います。 

第３－５ 地域生活支援事業に関する事項 

 ・ 相談支援事業 

  ア 身体障害、知的障害、精神障害の３障害に係る相談支援を一元的に行います。

精神保健福祉士、社会福祉士、国のケアマネジメント研修終了者といった専門的

職員を配置して行います。東海市、知多市、阿久比町及び東浦町の２市２町の協

定事業で、社会福祉法人に委託し、障害者に寄り添う継続性・専門性のある支援

をします。障害者相談支援事業と相談支援機能強化事業も一体的に行います。 

    また、後述する障害者の居場所・生活力を引き出す事業である「地域活動支援

センター」事業を併せて行い、障害者の支援を相乗効果のあるものとします。 

  イ 地域自立支援協議会 
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障害者の生活を支えるため、障害者自立支援システムの構築に関し、中核的な

役割を果たし、障害福祉サービスの供給体制の確保及び関係機関によるネットワ

ークの構築等に向けた協議の場として「障害者地域自立支援協議会」を設置して

います。 

協議会では 

・ 相談支援事業の運営 

・ 障害者の自立支援の推進 

・ 困難事例への対応のあり方 

・ 地域の関係機関によるネットワークの構築 

に関することを協議します。また、協議会には相談支援部会、発達支援部会、

地域生活支援部会、就労支援部会、権利擁護支援部会の５つの専門部会と運営

委員会を設置しています。専門部会は課題別に具体的な方策等の検討を行い、

関係市町の職員及び相談支援事業受託者と職員で構成する運営委員会では、協

議会の庶務及び専門部会の設置等協議会の運営について協議します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
雇用関係 

教育機関 保健･医療機関 

学識経験者 権利擁護機関 

当事者団体 相談支援事業者 

行 政 

専門部会 

地域自立支援協議会 

 

運営委員会 

  ウ 住宅入居等支援事業 

    賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望して

いるが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害者等に対し、入居に必

要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じた障害者等

の地域生活の支援を検討します。 
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  エ 成年後見制度支援事業 

障害者の権利擁護を図るために、平成２０年度から５市５町共同で、成年後見

に関する相談窓口である知多地域成年後見センターを開設しました。ここでは、

成年後見制度の利用促進のための活動を展開しています。具体的な活動内容とし

て、制度に関する相談・手続きのほか、地域住民に制度の理解を深めてもらうた

めの研修会などを実施しています。また、障害福祉サービスを利用し、又は、利

用しようとする身寄りのない知的障害者又は精神障害者を対象に、必要に応じて、

申立手続きや制度の継続的利用に係る経費を助成します。 

  オ 虐待防止に対する取組み 

    民生児童委員や福祉事務所、子育て総合支援センター等との連携を図るととも

に自立支援協議会の専門部会である権利擁護支援部会において、障害のある人に

対する虐待の未然防止及び早期発見や虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応

と再発防止のための仕組みづくりを検討します。 

 ・ コミュニケーション支援事業 

  ア 聴覚、言語障害、音声機能障害の方のための手話通訳者派遣事業を行います。

聴覚障害者支援団体である知多地区聴覚障害者支援センターに派遣・コーディネ

ートを委託して実施します。 

  イ 手話通訳者設置事業を行います。市社会福祉課に設置し、聴覚障害者の相談や

手続きの支援を行います。 

  ウ 要約筆記者派遣事業を行います。社団法人愛知県身体障害者福祉団体連合会に

派遣・コーディネートを委託して実施します。 

 ・ 日常生活用具給付事業 

   重度障害者の日常生活上の便宜を図るため、６区分４２種目の用具を給付します。 

 ・ 移動支援事業 

   屋外での移動が困難な視覚障害者、全身性障害者、知的障害者及び精神障害者に

ついて、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際

の移動を支援します。 

 ・ 地域活動支援事業 

  ア 地域活動支援センター事業を行います。コミュニケーション能力や生活力を引

き出すサービスを提供することで社会復帰を支援します。フリースペース事業に
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よる居場所づくり、生活場面面接による障害者の課題の汲み取り、プログラム提

供による生活力引き出し支援、障害に対する理解促進を図るための普及啓発等の

事業等を行います。東海市、知多市、阿久比町及び東浦町の２市２町の協定事業

で、社会福祉法人に委託し、継続性・専門性のある障害者に寄り添う支援をしま

す。 

  イ 地域デイサービス事業を行います。障害者の日中活動の場として、創作的活動、

身体機能訓練の機会を提供し、障害者の生活支援を行います。 

 ・ その他事業 

  ア 日中一時支援Ａ型(障害者)事業を行います。従前の宿泊を伴わない短期入所事

業に代わる事業で、障害者の日中における活動の場を確保し、障害者の家族の就

労支援及び障害者を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とします。 

イ 日中一時支援Ｂ型(障害児)事業を行います。小学生、中学生及び高校生に当た

る年齢の障害児を対象にした事業で、日中において監護する者がいないため、一

時的に見守り等の支援が必要な障害児に日中における活動の場を確保し、安心の

ある地域生活を提供することを目的とします。 

  ウ 日常生活支援事業を行います。介護給付支給決定者以外の者について、日常生

活に関する支援を行わなければ、本人の生活に支障をきたすおそれのある者に対

して、居宅介護従事者等を居宅に派遣し、生活支援や家事援助で必要な支援を行

ないます。 

  エ 手話奉仕員養成研修事業を行います。聴覚障害者のコミュニケーションのひと

つとして、重要な位置を占める手話の技術および関連知識の習得と、理解を深め

て奉仕活動を行う手話奉仕員を養成し、サービスの供給体制の整備に努めます。 

・ 発達障害に関する理解啓発を行います。発達障害のしくみをリーフレットにし、

乳児健康診査、１歳６か月時健康診査、３歳児健康診査や療育機関・教育機関に配

布し理解啓発に努めます。 

※ 各事業の見込量は別記のとおりです。 

※ 各事業の見込量確保に当たっては、地域自立支援協議会を運営して行く中で、事業

者等と協議をしてサービス提供体制を整えるとともに事業の周知や情報提供に努め

ます。 
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地域生活支援事業のサービス見込み量                                      別記 

                      （見込者数/月） 

平成１９年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 
 事 業 名 

 

実施見込

箇所数 

実利用見

込者数 

実施見込

箇所数 

実利用見

込者数 

実施見込

箇所数 

実利用見

込者数 

実施見込

箇所数 

実 利 用 見

込者数 

・相談支援事業  

相談支援事業 

障害者相談支援事業 2(1)   2(1)   2(1)   2(1)    

地域自立支援協議会 実施 実施 実施 実施 

市町村相談支援機能強化事業 実施 実施 実施 実施 

住 宅 入 居 等 支 援 事 業 未実施 未実施 未実施 実施 

 

成年後見制度利用支援事業 実施 実施 実施 実施 

・コミュニケーション支援事業

※「実施見込み箇所数」欄に「手話

通訳者設置事業」の実設置見込み者

数を、「実利用見込み者数」欄に

「手話通訳者・要約筆記派遣事業」

の実利用見込み者数を記載 

 

２ ７ ２ ９ ２

 

１０ ２ １１

・日常生活用具給付等事業 ※給付等見込み件数を記載 

介 護 ・ 訓 練 支 援 用 具 ８ １０ １０ １０

自 立 生 活 支 援 用 具 ２２ ４２ ４２ ４２

在 宅 療 養 等 支 援 用 具 １３ １７ ２０ ２０

情報・意思疎通支援用具 １０ ２５ ２５ ２５

排 泄 管 理 支 援 用 具 １，４８７ １，８６０ １，９８０ ２，１００

 

住 宅 改 修 費 ４ ４ ４ ４

・移動支援事業 14(4) ８１ 17(5) ８５ 17(5) ８７ 17(5) ９０

・地域活動支援センター 

機 能 強 化 事 業

(地域活動支援センター) 
２(1) １６ ２(1) ３０ ２(1) ３３ ２(1) ３６ 

 
基 礎 的 事 業

(地域デイサービス事業) 
６(1) １１ ６(1) １５ ６(1) １５ ６(1) １５

・その他の事業 

日中一時支援Ａ型事業

（障害者） 
５(0) ５ ６(0) ７ ６(0) ７ ６(0) ７

日中一時支援Ｂ型事業

（障害児） 
13(3) ２２ 13(3) ２８ 13(3) ３０ 13(3) ３２

日 常 生 活 支 援 事 業

（生活サポート事業） 
4(3) ２ 4(3) ２ 4(3) ２ 4(3) ２

 

手話奉仕員養成研修事業  ０ ０ ２０ ２０

（注）表中の（ ）内の数字は市内の実施見込箇所数 

- 18 - 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第２期東海市障害福祉計画」 

東海市市民福祉部社会福祉課 

〒４７６-８６０１ 東海市中央町一丁目１番地 

電 話 番 号 ０５２－６０３－２２１１又は０５６２－３３－１１１１ 

ファックス番号 ０５２－６０３－４０００ 

E メール fukushi@city.tokai . lg. jp 

 

- 19 - 


